
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 基地内埋蔵文化財分布調査

対応する
主な課題

②返還に当たっては、返還前の立入調査、土壌汚染や不発弾等の支障除去措置、地権者の負担軽減など様々な課題の解決を図るとともに、跡地開発
に必要な公共施設用地の確保の遅れが跡地開発事業の遅延に繋がることから、返還前の早い段階から公有地を確保する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(13) 駐留軍用地跡地の有効利用の推進
施 策 　駐留軍用地跡地利用の推進に向けた取組

施策の小項目名 ―

実施主体 県、市

 担当部課【連絡先】 教育庁文化財課 【098-866-2731】

駐留軍用地の跡地利用に伴う埋蔵文化財に関する調査に取り組む。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県内遺跡発掘調査（基地内文化財分布調査）

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

各省計上 ○R4年度：　普天間飛行場内に所在する大山岳之佐久原
第一遺跡の東側における確認調査を実施する。また、過
去に実施した調査で得られた資料の整理作業を行う。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　普天間飛行場内に所在する伊佐上原遺跡群
Ａ地点や伊佐上原南遺跡の確認調査を実施し、遺跡の範
囲や性格を把握した。

各省計上 直接実施 54,648 56,662 64,586 61,582 63,843 54,577

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

普天間飛行場内の試掘・確認調査
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活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　普天間飛行場に所在する伊佐上原遺跡群Ａ
地点及び伊佐上原南遺跡北西部の確認調査を
実施した。また、これまでに実施した普天間
飛行場内の試掘調査で得られた資料について
整理作業を行い、総括報告書を刊行した。

確認調査の実施 － 100.0%

63,843 順調

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　在沖米軍をはじめ、関係機関との綿密な事
前調整を行い、令和３年度も現地での確認調
査を継続して実施することができた。また、
これまでに実施した普天間飛行場内の試掘調
査成果をまとめた総括報告書の刊行により、
普天間飛行場内に所在する文化財について、
各種開発事業者や県民へ周知を図るととも
に、協議・調整及び遺跡保存の資料に資する
ことができた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・基地内調査とその他開発に伴う調査の双方に対応し得る埋蔵文化財専門職員数
が確保できるよう、関係機関への丁寧な説明と理解向上を図り、発掘調査体制の
強化に努める。

・国や米軍とは、可能な限り早期に基地内調査についての情報収集や調整、各種
申請の開始に努める。

・発掘調査体制の強化を図るため、令和４年度に埋蔵文化財専門職員３名を新規
で採用することができた。

・また、文化庁や沖縄防衛局に対し、今後の米軍施設関連調査に対応しうる体制
整備について継続して調整を進めている。

・沖縄防衛局や在沖米軍と綿密な調整を行い、令和４年度の基地内立入申請書を
作成し、承諾を得た。
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４　取組の改善案（Action）

・基地内調査とその他開発に伴う調査の双方に対応し得る埋蔵文化財専門職員数を確保するために、返還跡地利用計画に関する情報収集を行いつつ、関係機関への
丁寧な説明を継続して行う。

・基地内調査に関して、引き続き可能な限り早期に国や米軍との情報収集や調整、各種申請を開始するよう努める。

○内部要因 ○外部環境の変化

・返還跡地利用計画の円滑化には埋蔵文化財の把握が不可避となる。しかしなが
ら米軍施設内は制約が多く、十分な調査が進んでいない。

・跡地利用計画の策定に先立ち埋蔵文化財の調査が必要だが、県・基地所在市町
村ともに諸開発に伴う調査も多いため、基地内調査に対応可能な埋蔵文化財専門
職員数が不足している。

・コロナ禍により、米軍担当者との連絡体制の在り方が変更となり、調整に遅れ
が生じる場合がある。

・毎年のように米軍施設内での調査条件が変更となるため、その調整に時間を要
することで、調査期間の短縮などの影響が懸念される。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・基地内調査とその他開発に伴う調査の双方に対応し得る埋蔵文化財専門職員数を確保するなど、体制強化が必要である。

・調査に影響を及ぼさないよう、国や米軍との調整に必要な期間を確保することが求められる。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


